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(57)【要約】
【課題】トルクセンサの高い信頼性を維持しつつ、従来
からあった未解決の課題を解消した電動パワーステアリ
ング装置を提供する。
【解決手段】回転軸に生じるトルクに応じて互いに逆方
向にインピーダンスが変化する２対の検出コイルと、前
記２対の検出コイルのそれぞれに直列接続された抵抗体
とで成る２つのブリッジ回路にそれぞれ交流信号を印加
し、前記各ブリッジ回路の差分信号に基づいて前記トル
クを検出するトルクセンサを具備した電動パワーステア
リング装置であって、前記２対の検出コイルが、それぞ
れ２つの検出コイルで１つのヨークを共用するように該
ヨークに内包されている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転軸に生じるトルクに応じて互いに逆方向にインピーダンスが変化する２対の検出コ
イルと、前記２対の検出コイルのそれぞれに直列接続された抵抗体とで成る２つのブリッ
ジ回路にそれぞれ交流信号を印加し、前記各ブリッジ回路の差分信号に基づいて前記トル
クを検出するトルクセンサを具備した電動パワーステアリング装置であって、
　前記２対の検出コイルは、それぞれ２つの検出コイルで１つのヨークを共用するように
該ヨークに内包されていることを特徴とする電動パワーステアリング装置。
【請求項２】
　回転軸に生じるトルクに応じて互いに逆方向にインピーダンスが変化する２対の検出コ
イルと、前記２対の検出コイルのそれぞれに直列接続された抵抗体とで成る２つのブリッ
ジ回路にそれぞれ交流信号を印加し、前記各ブリッジ回路の差分信号に基づいて前記トル
クを検出するトルクセンサを具備した電動パワーステアリング装置であって、
　前記２対の検出コイルを内包するヨークの周囲には、磁気シールド材が配設されている
ことを特徴とする電動パワーステアリング装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車や車両の操舵系にモータによる操舵補助力を付与するようにした電動
パワーステアリング装置に関し、より詳細には、回転軸に発生するトルクを検出するトル
クセンサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、電動パワーステアリング装置のトルク検出手段として用いられる非接触型の
トルクセンサとしては、例えば特許文献１に開示されているものが知られている。このト
ルクセンサでは、トルクに比例したトーションバーの捩れを検出コイルのインダクタンス
の変化に変換し、インダクタンスの変化を１対の検出コイル及び抵抗体で構成するブリッ
ジ回路で検出している。即ち、１対の検出コイル及び抵抗体で構成する第１のアーム及び
第２のアームを備えたブリッジ回路に交流電圧を供給し、第１のアームの検出コイル及び
抵抗体の接続部に表れる出力電圧と、第２のアームの検出コイル及び抵抗体の接続部に表
れる出力電圧との差分の電圧を差動増幅器で検出し、トルク信号を得るように構成されて
いる。
【０００３】
　しかしながら、上記特許文献１に記載のトルクセンサは、プリント配線基板の上に１対
の検出コイル及び抵抗体がブリッジ回路を構成するように接続されている。検出コイルと
プリント配線基板とはハンダ付けなどで接続されるが、ハンダ付け不良など接続が確実に
なされていないと、検出コイルや抵抗体とプリント配線基板との間に接触抵抗が生じ、不
正確なトルク信号が出力されてしまうという不都合がある。
【０００４】
　かかる不都合を解決しつつ、近年の電動パワーステアリング装置の大型化に対応できる
ようにしたものとして、例えば特許文献２に示されるトルクセンサがある。このトルクセ
ンサでは、１対の検出コイル及び抵抗で成るブリッジ回路に対して、２系統の全く同一の
検出回路が冗長的に接続されている。これにより、異常を容易に検出可能にするとともに
、検出回路の一方で異常を生じても、他方の検出回路からのトルク信号によって操舵アシ
ストを継続できるようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１０－３８７１５号公報
【特許文献２】特開２００６－２６７０４５号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上述した特許文献２のトルクセンサは、それぞれがコイルヨークに内包
された４つのコイルが軸方向に沿って配される構成になっていた。そのため、トルクセン
サの軸方向におけるレイアウトが制限されてしまうという問題があった。
【０００７】
　また、上記した特許文献２のトルクセンサは、４つのコイルからなる構成とすることに
より、個々のコイルに作用する磁気バランスのバラツキが２つのコイルからなる構成の場
合よりも大きくなってしまい、トルク検出感度にバラツキが生じてしまうという問題があ
った。
【０００８】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、トルクセ
ンサの高い信頼性を維持しつつ、上述したような従来からあった未解決の課題を解消した
電動パワーステアリング装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の上記目的は、回転軸に生じるトルクに応じて互いに逆方向にインピーダンスが
変化する２対の検出コイルと、前記２対の検出コイルのそれぞれに直列接続された抵抗体
とで成る２つのブリッジ回路にそれぞれ交流信号を印加し、前記各ブリッジ回路の差分信
号に基づいて前記トルクを検出するトルクセンサを具備した電動パワーステアリング装置
であって、前記２対の検出コイルが、それぞれ２つの検出コイルで１つのヨークを共用す
るように該ヨークに内包されていることを特徴とする電動パワーステアリング装置により
、達成される。
【００１０】
　また、本発明の上記目的は、回転軸に生じるトルクに応じて互いに逆方向にインピーダ
ンスが変化する２対の検出コイルと、前記２対の検出コイルのそれぞれに直列接続された
抵抗体とで成る２つのブリッジ回路にそれぞれ交流信号を印加し、前記各ブリッジ回路の
差分信号に基づいて前記トルクを検出するトルクセンサを具備した電動パワーステアリン
グ装置であって、前記２対の検出コイルを内包するヨークの周囲には、磁気シールド材が
配設されていることを特徴とする電動パワーステアリング装置により、達成される。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る電動パワーステアリング装置によれば、トルクセンサを構成する２対の検
出コイルが、それぞれ２つの検出コイルで１つのヨークを共用するように該ヨークに内包
されているので、検出コイルを設置するための軸方向寸法を２コイルの場合と同等に保っ
たまま、４コイルの構成を実現することができる。その結果、トルクセンサの軸方向にお
けるレイアウトの自由度を向上させることができる。
【００１２】
　また、本発明に係る電動パワーステアリング装置によれば、２対の検出コイルを内包す
るヨークの周囲に磁気シールド材が配設されているので、４コイル構成時に生じ易くなっ
ていた磁気バランスのバラツキを防止することができ、その結果、トルク検出感度を安定
させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の第１実施形態に係る電動パワーステアリング装置の主要部構造を示す断
面図である。
【図２】本発明の第１実施形態に係る電動パワーステアリング装置のトルクセンサを示す
斜視図である。
【図３】センサシャフト部の表面の凸条と円筒部材の窓配置を説明するための図である。
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【図４】トルクと検出コイルのインダクタンスの特性例を示す図である。
【図５】本発明の第２実施形態に係る電動パワーステアリング装置のトルク検出回路の一
例を示すブロック図である。
【図６】本発明の第２実施形態に係る電動パワーステアリング装置のトルクセンサを示す
斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明に係る電動パワーステアリング装置の実施形態について、図面を参照にし
ながら説明する。
【００１５】
　図１は、本発明の第１実施形態に係る電動パワーステアリング装置の主要部構造を示す
断面図であり、図２は、本発明の第１実施形態に係る電動パワーステアリング装置のトル
クセンサを示す斜視図である。
【００１６】
　入力軸側及び出力軸側に２分割された構造になっているハウジング５ａ及び５ｂの内部
には入力軸１が配され、円筒状の入力軸１の内部に配置されたトーションバー３と、トー
ションバー３を介して入力軸１に連結された出力軸２とが軸受６ａ，６ｂ及び６ｃによっ
て回転自在に支持されている。入力軸１、トーションバー３及び出力軸２は同軸に配置さ
れており、入力軸１とトーションバー３とは例えばピン結合され、トーションバー３と出
力軸２は例えばスプライン結合されている。入力軸１の左端側にはステアリングホイール
（図示せず）が一体的に取り付けられ、出力軸２にはピニオン軸２ａが一体的に形成され
ており、ピニオン軸２ａはラック４と噛合して公知のラックアンドピニオン式ステアリン
グ機構を構成している。また、出力軸２には、これと同軸で且つ一体に回転するウォーム
ホイール７が固着されており、モータ（図示せず）で駆動されるウォーム８と噛合してい
る。
【００１７】
　モータの回転力は、ウォーム８及びウォームホイール７を介して出力軸２に伝達され、
モータの回転方向を適宜切り換えることにより、出力軸２に任意の方向の操舵アシストが
付与される。
【００１８】
　トルクセンサは図１に示す入力軸１の右端外側に同軸に配設されており、トルクセンサ
のトルク検出部は図２に詳細を示すように、入力軸１の右端側に形成されたセンサシャフ
ト部１１と、ハウジング５ａの内側に配置された２対の検出コイル１３１，１４１及び検
出コイル１３２、１４２と、両者の間に配置された円筒部材１２とで構成される。
【００１９】
　入力軸１の右端に近い外側には磁性材料で構成されたセンサシャフト部１１が形成され
ており、センサシャフト部１１の表面には、軸方向に延びた複数の凸条１１ａが円周方向
に沿って等間隔に形成されており、凸条１１ａの間には凸条１１ａの幅ｔ１よりも幅広の
溝部１１ｂが形成されている。
【００２０】
　また、センサシャフト部１１の外側には、センサシャフト部１１に接近して導電性で且
つ非磁性の材料、例えばアルミニウムで構成された円筒部材１２がセンサシャフト部１１
と同軸に配置されており、円筒部材１２の延長部１２ｅは出力軸２の端部２ｅの外側に固
定されている。円筒部材１２には、センサシャフト部１１の表面の凸条１１ａに対向する
位置に、円周方向に等間隔に配置された複数個の長方形の窓１２ａで成る第１の窓列と、
第１の窓列からそれぞれ軸方向にずれた位置に窓１２ａと同一形状で、円周方向の位相が
異なる複数個の長方形の窓１２ｂで成る第２の窓列とが設けられている。
【００２１】
　円筒部材１２の外周は、同一規格の検出コイル１３１、１４１及び１３２、１４２が巻
回されたヨーク１５１及び１５２で包囲されている。即ち、検出コイル１３１，１４１及
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び１３２、１４２は円筒部材１２と同軸に配置され、検出コイル１３１及び１３２は窓１
２ａで成る第１の窓列部分を包囲し、検出コイル１４１及び１４２は窓１２ｂで成る第２
の窓列部分を包囲する。また、検出コイル１３１、１４１は、ヨーク１５１を共用するよ
うに該ヨーク１５１に内包され、かつ、検出コイル１３２、１４２は、ヨーク１５２を共
用するように該ヨーク１５２に内包されている。ヨーク１５１及び１５２はハウジング５
ａの内部に固定され、検出コイル１３１，１４１及び１３２、１４２の出力線はハウジン
グ５ａの内部に配置された回路基板２００に接続されている。回路基板２００には、後述
するトルク検出回路が装着されている。
【００２２】
　図３（Ａ）及び（Ｂ）はセンサシャフト部１１の表面の凸条１１ａと円筒部材１２の窓
１２ａ，１２ｂの配置を説明するための図であり、図３（Ａ）は、基準位置（トーション
バー３が捩れていない状態）におけるセンサシャフト部１１の表面の凸条１１ａと円筒部
材１２の窓１２ａとの位置関係を示し、図３（Ｂ）は基準位置（トーションバー３が捩れ
ていない状態）におけるセンサシャフト部１１の表面の凸条１１ａと円筒部材１２の窓１
２ｂとの位置関係を示す図である。本実施例では、窓１２ａ及び１２ｂがそれぞれ９個設
けられているから、窓１２ａ及び１２ｂはそれぞれ円周方向に角度θ＝３６０／Ｎ度（図
３の例では角度θ＝３６０／９＝４０度）ずつズレていることになる。
【００２３】
　窓１２ａ、１２ｂの角度ａは窓１２ａ、１２ｂのない部分の角度ｂよりも小さく設定（
ａ＜ｂ）され、凸条１１ａの角度ｃは溝部１１ｂの角度ｄよりも小さく設定（ｃ＜ｄ）さ
れる。これは、検出コイルのインピーダンスの変化を急峻にするためである。
【００２４】
　図３から明らかなように、トーションバー３が捩れていない状態、即ち操舵トルクが０
の状態では、窓１２ａの円周方向の中央部に凸条１１ａの円周方向の一方の端部が位置し
、窓１２ｂの円周方向の中央部に凸条１１ａの円周方向の他方の端部が位置するように、
窓１２ａ及び１２ｂの円周方向の幅と凸条１１ａの幅、及び窓１２ａ及び１２ｂとの円周
方向の相対位置関係が設定される。即ち、凸条１１ａに対する窓１２ａ及び１２ｂの円周
方向の位置関係は互いに逆になっている。
【００２５】
　操舵系が直進状態にあって操舵トルクが０である場合はトーションバー３には捩れが発
生せず、入力軸１と出力軸２とは相対回転しない。従って、入力軸１側にあるセンサシャ
フト部１１の表面の凸条１１ａと、出力軸２の側にある円筒部材１２との間にも相対回転
が生じない。
【００２６】
　一方、ステアリングホイールを操作して入力軸１に回転力が加わると、その回転力はト
ーションバー３を経て出力軸２に伝達される。このとき、出力軸２には舵輪と路面との間
の摩擦力や出力軸２に結合されているステアリング機構の摩擦力が作用するので、入力軸
１と出力軸２との間を結合するトーションバーに捩れが発生し、入力軸１の側にあるセン
サシャフト部１１の表面の凸条１１ａと出力軸２の側にある円筒部材１２との間に相対回
転が生ずる。
【００２７】
　なお、円筒部材１２に窓がない場合は、円筒部材１２は導電性で且つ非磁性材で構成さ
れているから、検出コイル１３１、１４１及び１３２、１４２に交流電流を流して交番磁
界を発生させると、円筒部材１２の外周面にコイル電流と反対方向の渦電流が発生する。
この渦電流による磁界とコイル電流による磁界とを重畳すると、円筒部材１２の内側の磁
界は相殺される。
【００２８】
　円筒部材１２に窓が形成されている場合は、円筒部材１２の外周面に発生した渦電流は
、窓１２ａ及び１２ｂによって外周面を周回できないため、窓１２ａ及び１２ｂの端面に
沿って円筒部材１２の内周面側に回り込み、内周面をコイル電流と同方向に流れ、また隣
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の窓１２ａ及び１２ｂの端面に沿って外周面側に戻り、ループを形成する。つまり、検出
コイル内側に渦電流のループを、円周方向に周期的に配置した状態が発生する。コイル電
流による磁界と渦電流による磁界とは重畳され、円筒部材１２の内外には、円周方向に周
期的に強弱変化する磁界と、中心に向かうほど小さくなる半径方向に勾配を持った磁界が
形成される。円周方向の周期的な磁界の強弱は、隣り合う渦電流の影響を受ける窓１２ａ
及び１２ｂの中心で強く、そこからずれるに従い弱くなる。
【００２９】
　円筒部材１２の内側には、磁性材料で成るセンサシャフト部１１が同軸に配置されてお
り、その凸条１１ａは窓１２ａ及び１２ｂと同じ周期で配置されている。磁界中に置かれ
た磁性体は磁化して磁束を生ずるが、磁束の量は飽和するまでは磁界の強さに応じて大き
くなる。このため、円筒部材１２により円周方向の周期的な磁界の強弱と、中心に向かう
ほど小さくなる半径方向に勾配を持った磁界とにより、センサシャフト部１１に発生する
磁束は、円筒部材１２とセンサシャフト部１１との相対的な位相により増減する。磁束が
最大となる位相は、円筒部材１２の窓１２ａ及び１２ｂの中心とセンサシャフト部１１の
凸条１１ａの中心とが一致した状態で、磁束の増減に応じて検出コイル１３１、１４１及
び１３２、１４２のインダクタンスも増減してほぼ正弦波状に変化する。
【００３０】
　トルクが作用しない状態では、インダクタンスが最大となる位相に対して、センサシャ
フト部１１の凸条１１ａの中心は、凸条１１ａの中心角ｃの１／２だけずれた位置に設定
されているので、トルクが作用してトーションバー３が捩れ、センサシャフト部１１と円
筒部材１２との間に位相差が生じると、２対の検出コイル１３１、１４１及び１３２、１
４２のインダクタンスは、一方が増加し他方が減少する。
【００３１】
　図４はトルクＴと検出コイル１３１、１４１（又は１３２、１４２）のインダクタンス
の変化例を示す特性図であり、右操舵トルク発生時は、図３（Ａ）及び（Ｂ）において円
筒部材１２が時計方向に回転するから、トルクが増大するに従って検出コイル１３１のイ
ンダクタンスＬ１３は増加し、検出コイル１４１のインダクタンスＬ１４は減少する。ま
た、左操舵トルク発生時は、図３（Ａ）及び（Ｂ）において円筒部材１２が反時計方向に
回転するから、トルクが増大するに従って検出コイル１３１のインダクタンスＬ１３は減
少し、検出コイル１４１のインダクタンスＬ１４は増加する。
【００３２】
　図４のインダクタンスＬ１３，Ｌ１４の特性は比例して出力される電圧にそのまま置き
換えることができ、インダクタンスＬ１３，Ｌ１４の特性を電圧に置き換えると、メイン
検出トルク信号、サブ検出トルク信号と操舵トルクＴの関係になり、メイン検出トルク信
号及びサブ検出トルク信号の交点である中立電圧が本例では２．５Ｖとなるように調整さ
れている。この電圧クロス特性からメイン検出トルク信号とサブ検出トルク信号の合計値
は２．５＋２．５＝５．０Ｖとなる。
【００３３】
　図５は回路基板２００に装着されるトルク検出回路のブロック図であり、本発明では検
出コイル１３１，１４１についての系統（以下、「第１系統」とする）と、検出コイル１
３２，１４２についての系統（以下、「第２系統」とする）の２系統で構成されている。
第１系統と第２系統は同一構成であり、所定周波数の交流信号を出力する発振部２０１と
、ノイズフィルタ２０２と、コネクタ２０３とが共通になっている。トルク検出回路はコ
ネクタ２０３を介して制御装置（図示せず）に接続され、制御装置からは各回路要素に電
源電圧Ｖ及び基準電圧Ｖｒｅｆがノイズフィルタ２０２を経て供給され、検出されたメイ
ン検出トルク信号Ｔｍ１、Ｔｍ２及びサブ検出トルク信号Ｔｓ１、Ｔｓ２がそれぞれ制御
装置に出力される。制御装置は入力されたメイン検出トルク信号Ｔｍ１（若しくはＴｍ２
）等に基づいて、アシスト制御のためのモータ電流指令値を演算する。
【００３４】
　トルクを検出する第１系統のブリッジ回路２１０は、検出コイル１３１と抵抗Ｒ１１と
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が直列に接続された第１アームと、検出コイル１４１と抵抗Ｒ２１とが直列に接続された
第２アームとで構成され、第２系統のブリッジ回路２２０も同様に、検出コイル１３２と
抵抗Ｒ１２とが直列に接続された第１アームと、検出コイル１４２と抵抗Ｒ２２とが直列
に接続された第２アームとで構成されている。発振部２０１は所定周波数の交流信号を出
力し、出力された交流信号は電流増幅部２１１で増幅され、増幅された交流電圧ＶＯＳＣ

１がブリッジ回路２１０の第１アーム及び第２のアームに供給され、同様に発振部２０１
からの交流信号は電流増幅部２２１で増幅され、増幅された交流電圧ＶＯＳＣ２がブリッ
ジ回路２２０の第１アーム及び第２のアームに供給される。なお、トルクが作用しない状
態では検出コイル１３１及び１４１の両端に表れる電圧、検出コイル１３２及び１４２の
両端に表れる電圧がそれぞれ等しくなるように、つまり差分電圧が０となるように予め抵
抗Ｒ１１、Ｒ２１及びＲ２１、Ｒ２２の値を調整しておく。
【００３５】
　なお、本例では第１系統及び第２系統に共通の発振部２０１を設けているが、第１系統
及び第２系統のそれぞれに設けるようにしても良い。
【００３６】
　第１系統の検出コイル１３１及び１４１の両端に表れる電圧信号は、メイン増幅・全波
整流部２１２において両検出コイルの差分の信号に変換されて増幅されると共に整流され
、更にメイン平滑・中立調整部２１４で出力波形が調整された後、ノイズフィルタ２０２
及びコネクタ２０３を経てメイン検出トルク信号Ｔｍ１として出力される。更に、検出コ
イル１３１及び１４１の両端に表れる電圧信号は、サブ増幅・全波整流部２１３において
両検出コイルの差分の信号Ｖｄｅｆに変換されて増幅されると共に整流され、サブ平滑・
中立調整部２１５で出力波形が調整された後、ノイズフィルタ２０２及びコネクタ２０３
を経てサブ検出トルク信号Ｔｓ１として出力される。
【００３７】
　同様に、第２系統の検出コイル１３２及び１４２の両端に表れる電圧は、メイン増幅・
全波整流部２２２において両検出コイルの差分信号に変換されて増幅されると共に整流さ
れ、更にメイン平滑・中立調整部２２４で出力波形が調整された後、ノイズフィルタ２０
２及びコネクタ２０３を経てメイン検出トルク信号Ｔｍ２として出力される。更に、検出
コイル１３２及び１４２の両端に表れる電圧は、サブ増幅・全波整流部２２３において両
検出コイルの差分信号Ｖｄｅｆに変換されて増幅されると共に整流され、サブ平滑・中立
調整部２２５で出力波形が調整された後、ノイズフィルタ２０２及びコネクタ２０３を経
てサブ検出トルク信号Ｔｓ２として出力される。
【００３８】
　トルク検出回路を第１系統及び第２系統の冗長系としてメイン及びサブの検出トルク信
号を出力するようにしているのは、制御装置においてこれ等の２組の検出トルク信号を比
較することで、検出コイルの断線や短絡、回路要素の故障等を検出するためである。また
、第１系統及び第２系統の２系統としているのは、一方のトルク検出系が異常となっても
、他のトルク検出系を利用して操舵アシストを継続して信頼性を高めるためである。
【００３９】
　また、トルク検出回路の第１系統には監視部２１６が、第２系統には監視部２２６がそ
れぞれ設けられており、監視部２１６は特許文献２に記載のように、検出コイル１３１又
は１４１と抵抗Ｒ１１又はＲ２１との接触不良等をブリッジ回路の差分電圧の変化で検出
すると共に、基準電圧に対する位相ずれに基づいて回路系の異常を検出し、異常を検出し
たときには異常信号ＡＢ１を出力する。また、監視部２２６は、検出コイル１３２又は１
４２と抵抗Ｒ１２又はＲ２１との接触不良等をブリッジ回路の差分電圧の変化で検出する
と共に、基準電圧に対する位相ずれに基づいて回路系の異常を検出し、異常を検出したと
きに異常信号ＡＢ２を出力する。即ち、監視部２１６、２２６は印加した交流信号の波形
と、ブリッジ回路の差分電圧の波形との位相差を検出し、位相差が所定値を超えたときに
検出コイル、抵抗若しくは回路が異常であると判定して異常信号ＡＢ１，ＡＢ２を出力す
る。監視部２１６、２２６で異常が検出された場合、異常信号ＡＢ１，ＡＢ２によってサ
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ブ検出トルク信号Ｔｓ１，Ｔｓ２は０Ｖに急変されるため、メイン検出トルク信号との図
４に示すクロス特性のバランスが崩れて制御装置が故障を検出できる。このため、制御装
置でモータ駆動に使用しているメイン側のメイン平滑・中立調整部２１４、２２５には、
異常信号ＡＢ１，ＡＢ２は入力されていない。制御装置は故障を判定すると、正常な過去
トルク値を使用してモータを駆動してアシスト漸減を行い、安全にアシストを停止させる
フェールセーフモードに移行する。
【００４０】
　正常時には検出コイル１３１又は１４１（或いは検出コイル１３２又は１４２）と抵抗
Ｒ１１又はＲ２１（或いは抵抗Ｒ２１又はＲ２２）との間で接触不良が発生していないか
ら、検出コイル１３１及び１４１（或いは検出コイル１３２及び１４２）の両端に現われ
る電圧は等しく差分電圧は０で、位相のずれもない。そして、接触不良等の異常が発生す
ると、上記電圧のバランスが崩れて異常差分電圧を発生すると共に、基準信号からの位相
のずれを生じるので、これによって異常発生を監視することができる。
【００４１】
　このような構成において、正常時はブリッジ回路２１０で検出されて処理されたメイン
検出トルク信号Ｔｍ１及びサブ検出トルク信号Ｔｓ１が制御装置に入力されると共に、ブ
リッジ回路２２０で検出されて処理されたメイン検出トルク信号Ｔｍ２及びサブ検出トル
ク信号Ｔｓ２が制御装置に入力される。制御装置は、入力されたメイン検出トルク信号Ｔ
ｍ１、Ｔｍ２及びサブ検出トルク信号Ｔｓ１、Ｔｓ２を相互に監視し、故障がない状態で
は第１系統のメイン検出トルク信号Ｔｍ１を使用し、車速等と共にモータ電流指令値の演
算に利用される。
【００４２】
　制御装置では、入力されたメイン検出トルク信号Ｔｍ１、Ｔｍ２及びサブ検出トルク信
号Ｔｓ１、Ｔｓ２に基づいて信号監視を行っている。即ち、メイン検出トルク信号Ｔｍ１
及びＴｍ２が所定値（例えば０．３Ｖ）以下か否かで断線や地絡を検出し、所定値（例え
ば４．７Ｖ）以上か否かで天絡を検出する。また、サブ検出トルク信号Ｔｓ１及びＴｓ２
が所定値（例えば０．３Ｖ）以下か否かで断線や地絡を検出すると共に、検出回路の自己
診断を行い、所定値（例えば４．７Ｖ）以上か否かで天絡を検出する。更に、メイン検出
トルク信号Ｔｍ１、Ｔｍ２とサブ検出トルク信号Ｔｓ１、Ｔｓ２の各加算値が所定値以上
（例えば５．３Ｖ）以上若しくは所定値（例えば４．７Ｖ）以下か否かで、図４に示すク
ロス特性から外れる異常を検出する。
【００４３】
　そして、制御装置は上記判定によって異常がない正常状態では、メイン検出トルク信号
Ｔｍ１を用いてモータ駆動を行う。サブ検出トルク信号Ｔｓ１、Ｔｓ２は検出回路の異常
監視に利用されるのみで、モータ駆動には利用されない。上記判定にて第１系統の異常が
判定された場合には、第１系統のメイン検出トルク信号Ｔｍ１に代えて第２系統のメイン
検出トルク信号Ｔｍ２を用いてモータ駆動を行う。更に、第１系統、第２系統双方の異常
が判定された場合には、正常な過去トルク値を使用してモータを駆動してアシスト漸減を
行い、安全にアシストを停止させるフェールセーフモードに移行する。
【００４４】
　ここにおいて、ブリッジ回路２１０又は２２０に異常が発生すると、その異常が監視部
２１６又は２２６で検出されて異常信号ＡＢ１又はＡＢ２が出力される。本例では、例え
ばブリッジ回路２１０が接触不良を生じたとすると、これが監視回路２１６で検出されて
異常信号ＡＢ１がサブ平滑・中立調整部２１５に入力される。異常信号ＡＢ１がサブ平滑
・中立調整部２１５に入力されると、サブ平滑・中立調整部２１５は出力を例えば、トラ
ンジスタをＯＦＦする等の方法で遮断する。これにより、以後、制御装置にはサブ平滑・
中立調整部２１５からのサブ検出トルク信号Ｔｓ１は入力されない。制御装置は、メイン
検出トルク信号Ｔｍ１に基づいてモータ電流指令値の演算を行い、モータを制御するが、
制御回路で第１系統の故障が検出された場合には、第２系統のメイン検出トルク信号Ｔｍ
２を使用してモータを駆動制御する。従って、一方のトルク検出系が異常になっても、他
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等が異常になり、監視部２１６、２２６で異常が検出された場合、サブトルクセンサ（サ
ブ側）からは０Ｖが出力されるが、メイン検出トルク信号は不定となる。メイン検出トル
ク信号は不定であるが、異常検出後すぐに正常なメイン検出トルク信号に切替えるため、
異常なトルク値でモータを駆動することはない。
【００４５】
　また、第１系統及び第２系統の双方が異常の場合には、正常な過去トルク値を使用して
アシスト漸減を行い、安全にアシストを停止させるフェールセーフモードに移行するよう
になっている。
【００４６】
　図６は、本発明の第２実施形態に係る電動パワーステアリング装置のトルクセンサを示
す斜視図である。なお、同図において、上述した第１実施形態と同一の部材には同一の符
号（番号）を付して、その説明を省略する。
【００４７】
　この第２実施形態に係る電動パワーステアリング装置のトルクセンサでは、図６に示す
ように、円筒部材１２の外周に該円筒部材１２と同軸に配置された検出コイル１３１、１
４１及び１３２、１４２の周囲、すなわち、検出コイル１３１、１４１を内包するヨーク
１５１の軸方向外端及び検出コイル１３２、１４２を内包するヨーク１５２の軸方向外端
に磁気シールド材１６１、１６２が配設されている。したがって、本実施形態に係る電動
パワーステアリング装置によれば、検出コイル１３１、１４１及び１３２、１４２の４コ
イルからなるトルクセンサであっても、これらの４つの検出コイル１３１、１４１、１３
２、１４２の磁気バランスを保つことができ、安定したトルク検出を実現することができ
る。
【００４８】
　以上、本発明の実施形態について具体的に説明してきたが、本発明はこれに限定される
ものではなく、その趣旨を逸脱しない範囲で適宜変更可能である。
【符号の説明】
【００４９】
１・・・入力軸
２・・・出力軸
３・・・トーションバー
４・・・ラック
５ａ，５ｂ・・・ハウジング
７・・・ウォームホイール
８・・・ウォーム
１１・・・センサシャフト部
１２・・・円筒部材
１２ａ，１２ｂ・・・窓
１３１，１３２，１４１，１４２・・・検出コイル
１５１，１５２・・・ヨーク
１６１，１６２・・・磁気シールド材
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